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る理由と、それについてなされるべきこと』DEMOCRACY AND  DISAGREEMENT : WHY
 















(３) AMY GUTMANN & DENNIS THOMPSON, DEMOCRACY AND DISAGREEMENT :WHY MORAL
 
CONFLICT CANNOT BE AVOIDED IN POLITICS, AND WHAT SHOULD BE DONE ABOUT IT(The
 
Belknap Press of Harvard University Press1996).
(４) ドライゼック（John S. Dryzek）はこの現象を「熟議論的転回」(deliberative turn）
と称している。See JOHN S. DRYZEK DELIBERATIVE DEMOCRACY AND BEYOND : LIBERALS,
CRITICS,CONTESTATIONS(Oxford University Press2000)at v. 同書には以下の簡潔な紹介
がある。山崎望「境界線を越える民主主義？ ―ドライゼックの熟議民主主義論―」創文
2002年10月通巻447号、11頁以下。











































































CUNNINGHAM,THEORIES OF DEMOCRACY :A CRITICAL INTRODUCTION (Routledge2002)］の第
９章「審議民主政」を参照のこと。また熟議民主主義論の代表的なアンソロジーとして次の
２つがある。JAMES BOHMAN & WILLIAM REHG EDS.,DELIBERATIVE DEMOCRACY :ESSAYS ON
 
REASON AND POLITICS (The MIT Press 1997), JON ELSTER ED.,DELIBERATIVE DEMOCRACY
(Cambridge University Press 1999).これら２冊を検討する論考として see Samuel Free-




































(14) この言い回しはロールズの表現を借りたものである(See WDD 100)。訳出にあたり以
下を参考にした。ジョン･ロールズ著･エリン･ケリー編、田中成明･亀本洋･平井亮輔訳
『公正としての正義 再説』(岩波書店、2004年)。［原著 JOHN RAWLS, EDITED BY ERIN
 

































(17) ここでの不一致は、ロールズの強調する「理にかなった多元性という事実」(“fact  of
 









































































おいて詳細に論じている。See AMY GUTMANN, DEMOCRATIC  EDUCATION WITH A NEW
 








































































(25) 第２章は補正なしに再録されている。初出論文は Amy Gutmann & Dennis Thomp-
son,Moral Conflict and Political Consensus,101ETHICS 64(1990).ガットマンとトンプソ
ンによれば、ここでの議論の大部分を DDで形を多少変えて用いたが、初出論文から引用さ
れることが多く、またこれだけでも独立して重要な見解を述べていると考えたので、ここに




















































































































































































































(32) 本章は、Social Philosophy and Policy誌の2000年17巻民主主義（Democracy）特集
に掲載された論考をもとにしている［同巻所収論考は後に、『熟議民主主義を熟議する』







































































(34) 本章は、ROBERT I. ROTBERG & DENNIS  THOMPSON EDS., TRUTH V. JUSTICE; THE
 





















からする応答」(the realistic response)、?思いやりにもとづく応答」(the compas-
sionate response)、?歴史主義からの応答」(the historicist response）の三つがあ
るとされる。
?現実主義からする応答」は、アパルトヘイトのもとで酷い不正義が行われた
ことは事実であるし、実行犯は非難されるべきであるが、不正義の広範さや組織
性を考えると、個々人を裁くのは実際的ではなく、道徳上の考慮はイレレヴァン
トか少なくとも非現実的であるというものである。このような現実主義的観点に
は、真実委員会は共通価値にもとづく新しい社会を市民が設立するのに役立つか
ら正当化されるのだという含意がある。だがこれこそは道徳的論証の端緒でもあ
る。そして本当にそうだとするならば、出発点で正義を犠牲にして、よりよい民
主主義を創設しようとするのは、道徳的に間違いである。?必要なのは、真実委
員会のプロセス自体が如何にしてより正義に適った社会を作り出すのに寄与でき
るかを証明する説明」であり、?将来に向けて追求されるべき共有原理は原理的
な道徳性を持っていなければならない」からである（WDD 169)。したがってこ
の応答は規準の第一要件「原理的道徳性」を満たさない。
?思いやりにもとづく応答」は、アパルトヘイトの犠牲者への憐れみから発す
るものであり、心理学的観点からの治療、神学上の赦し、?修復的司法」
(35) ?熟議民主主義理論においては、理論と実践の距離が、他の正義理論に比べると小さい
のである。理論自体が一定の条件のもとで実践による検証の対象となり、その限度で、他の
諸理論に想定されているよりも、理論の自律性は弱いことになる」(DP 277)。
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(“restorative justice”）等々アプローチは様々であるが、いずれも「原理的道徳
性」は有している。しかしながら、アパルトヘイトのもとでの犯罪は、特定個人
だけではなく、社会や国家に対してもなされたものである。それゆえ犠牲者のみ
の観点では、第二要件の「観点における道徳性」を充足しない。
?歴史主義からの応答」は、過去の誤りを正しく認識し、道徳的に非難するこ
とで、未来に向けての共通の道徳的基準を発展させようとするものであり、第
一、第二要件を満たしている。しかしながら、歴史の真実を最終的に一つに確定
させようとする目的は、これから生れ出ようとする民主社会のものとして適切で
はない。政治において解決できないような道徳的分裂は、多くの社会で必ず存在
するのであり、それに対処する方法を見つけていく必要があるからである。民主
主義を志向する真実委員会であれば、今発見できる真実はあくまで暫定的なもの
であり、未来には対立や論争によってさらに多くの真実を見出せるのだと想定す
る必要がある。こうして第三要件が充足されないことになる。
真実委員会を正当化するのは、互恵性という価値を基底におく熟議民主主義で
ある。真実委員会が互恵的な理由を提供しようとする限り、第一要件を満たして
いる。互恵性は理に適った不一致を広く許容するものであり、包摂的観点を提供
するものであるから、第二要件も充足する。また互恵性は、未来のために市民が
自らの政治的観点を正当化するよう求めるだけでなく、委員会自体に対しても、
これから作り出そうとする民主社会の技量と価値を実践するよう求めるので、第
三要件もクリアする。
さらに言えば、民主主義の互恵性は、組織的暴力や抑圧を回避し、構成員の最
も基本的な自由および機会を保障するような最低限度の節度のある社会を生み出
すことを期待するということ、?互恵的に振舞わない人々との収斂を目指すこと
までは要請しない」(WDD 182）ということ、これらの点で「現実主義からする
応答」に引けをとらない。また、真実委員会の熟議は、?仲間の市民が評価する
限度での悔い改めと赦しを認めるよう市民に促す」ものであるから、?思いやり
にもとづく応答」の核心にある価値も受け入れるものである。とはいえ、?歴史
主義からの応答」のように、過去について、包括的な結論でのコンセンサスは要
求しない。互恵性から導かれる「熟議上の不一致の節減」原理は、不一致を消滅
させるものではなく、さらなる論争へと多くの問題を残しておくものである。
?真実委員会は理に適った不一致の範囲内での競合する見解を受容できる」ので
あり、?歴史検証の当事者と観察者には、公的熟議を続けることで、どの見解が
理に適った不一致に含まれるのかを決定する責任を負うことになるのである」
(WDD 185)。
こうして「熟議民主主義の諸原理を尊重する真実委員会は、批判者たちの道徳
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的異議申し立てに対して、説得力ある応答をなし、自らの行為への実りある指針
と自身の道徳的基礎の強固な正当化理由を提供できる」(WDD 187）ことになる。
Ⅱ 若干のコメント
本書で展開された議論の骨格を、鍵となる概念を中心に整理すると次のように
なるだろう。
?道徳的不一致」が否応なしに政治の場面に反映されてしまう現代の理に適っ
た多元社会において、自由かつ平等な市民が公正な協働の条項を見出していこう
とするとき、自らをも含めた複数人を拘束するような意思決定は如何にして正統
なものとなるか。彼らがタイトルにこめた問いはこれである。答えは、拘束者と
被拘束者の双方が相手方の道徳的立場を認め、相互に受け入れ可能な道徳的理由
を提示し合う「熟議」で決定を正当化することによってであり、この実践こそが
「熟議民主主義」である。このように「熟議民主主義」は、相互尊重の価値を具
体化するものであり、最も基本となる原理は「互恵性」ということになる。とは
いえ「熟議上の不一致」が不可避である以上、?熟議」で不一致が解消すること
はない。ただし「互恵性」は「道徳的不一致の節減」をなしうる。また「互恵
性」を規制原理として、公示性、説明責任という「手続的原理」と、基本的自
由、基本的機会、公正な機会という「実体的原理」が導かれる。?熟議民主主義」
は「手続的原理」と「実体的原理」をともに理論内部に含んでいる。内在してい
るということは、これらの諸原理もまた「熟議」に付され、その意味内容が将来
に向けて修正されていく可能性を意味する。したがって、諸原理は、ある一定の
時点、ある一定の文脈の限度で定まっているにすぎないという「暫定性」を特徴
として持つ。そしてさらに「暫定性」は、?熟議民主主義」の理論と実践が不即
不離の関係にあることを言い表したものに他ならない。
以上のようなガットマンとトンプソンの熟議民主主義論について、さしあたり
二点ほど指摘しておきたい。
第一点は、DDとWDDにおいて、?互恵性」の派生原理である、?道徳的不一
致の節減」と、熟議民主主義の諸原理の「暫定性」に関して、それぞれの強調の
度合いが変わったことの持つ意味である。DDにおいては、?道徳的不一致の節
減」に比重が置かれていたのに対して、WDDでは「暫定性」が繰り返し強調さ
れており、これに比べると、?道徳的不一致の節減」は、言及されこそすれ、DD
のときほどには重視されていないように思われる。この強調点の移動は何を示唆
するのであろうか。
ここで「道徳的不一致の節減」と「暫定性」の含意するところを考えてみよ
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う。両者は同じ「互恵性」の派生原理とはいっても、実際には質的に異なるもの
である。前者は「熟議」の「プロセス」で生じる現象のことであり、後者は「熟
議」の「結果」のもつ性質に関することである。このような違いはあるにして
も、?道徳的不一致」の増減という観点からするならば、次のように比較できる。
つまり、前者は「互恵性」原理の効果として、道徳的不一致を残したままでも対
立当事者が相互に受け入れることのできる正当化理由を見出す可能性があるとい
う点で、対立緩和の方向、積極面にベクトルが向いている。それに対し、後者
は、熟議で一応は確定した諸原理も、その地位は安定したものではないのであ
り、将来に改訂されるのだという、対立の持続の方向、消極面を示すものであ
る。したがって、両者のベクトルは逆向きのように思われる。
WDDでガットマンとトンプソンが「暫定性」を詳述しているのは第３章であ
る。彼らの熟議民主主義論がライヴァル理論と異なり実体的原理と手続的原理の
双方を包含するものであること、?暫定性」という性質は、このことが含意する
ポテンシャルを強調するものであった。?暫定性」こそは熟議民主主義理論の
「自己修正能力」の一つの発現形態なのだという、積極的な主張がなされていた
のは事実である。
だが上述のごとく、?道徳的不一致」という観点から捉えるならば、?節減」の
主張が後退し、決定された諸原理の不安定さを含意する「暫定性」へ力点が移動
したことは、理論上の積極性は別にして、彼らの現状認識の次元で、DDとWDD
では変化があったことをうかがわせる。DDにおいて「道徳的不一致の節減」事
例の典型として詳述されたのが妊娠中絶であったのに対し、WDDでは第１章の
導入部分でブッシュ合衆国大統領（President George W.Bush）によるイラク戦争
開始の決定をとりあげ（WDD 1-3)、最終章は南アフリカの真実和解委員会の事例
で締めくくられていること、その両事例において「暫定性」が強調されているこ
とはその証左ではないか。つまりガットマンとトンプソンは、もはや「節減」が
望めないほどに「道徳的不一致」が深刻であり、とにもかくにも決定されたこと
が、それもことによると「互恵性」のかけらも見られないプロセスによって決ま
ってしまったことであれ、将来の「熟議」には開かれているのだと主張する戦略へ
と移行したのだと理解しても、あながち深読みではないように思われるのである。
第二点は、?互恵性」に関わる。ガットマンとトンプソンの理論は「互恵性」
を真っ先に措定し、全ての道具立てを「互恵性」から導き出すものである。しか
もガットマンとトンプソンによれば、熟議民主主義は「互恵性」へのコミットメ
ントを放棄できないとされる???。この点は DDのときの主張から一貫している。
(36) 第３章概要及び本稿･注31を参照のこと。
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しかし、極めて素朴な疑問ではあるのだが、?互恵性」はどこからくるのであろ
うか。
ここで、?互恵性」の絶対性と、WDDにおいて熟議民主主義理論が二階理論
であると宣言されたこと、さらに熟議民主主義は国際的にも拡張すべきであると
いうガットマンとトンプソンの主張を重ね合わせてみると、彼らの議論に内在す
る難点が浮かび上がるように思われる。それは、いうなれば普遍主義と文脈主義
（特殊主義と言い換えてもよい）の問題である。
はじめに二階理論という位置づけから考えよう。彼らによれば、熟議民主主義
は理論の理論であって、民主主義の一階理論と次元を異にするのであるから、そ
れらと対立することもなく、それどころか一階理論間の対立を調停する位置にあ
るものである。要はメタ理論ということであろう。しかも熟議民主主義の諸原理
は熟議の実践のなかで時間とともに改訂されていくものであるから、終局的にそ
の意味内容が確定することはない。その限りでは、諸原理の正誤判断の可否とい
う問題の重要度は減じられている。理論は実践のなかで確証され修正されていく
のであり、理論と実践は一定程度一体化されているのである。だが、そうだとす
るならば、実践がなされないと理論自体の意味は殆どないことになるのではない
か。そしてこの実践は如何に始まるのであろうか。
国際的にも拡張すべきであるという主張は、外国人もまた説明責任を果たされ
るべき道徳上の有権者であるから、当然に「熟議」は拡張されるべきだというも
のである。何らかの拘束力を及ぼす決定は、道徳的な理由で正当化されねばなら
ないという「互恵性」こそが熟議民主主義の核心だからである。がしかし、この
ことと「互恵性」の絶対性は必ずしも整合しないように思われる。ガットマンと
トンプソンは拘束する側、つまりアメリカの立場から「互恵性」を説いている。
しかし「互恵性」はその定義上、被拘束側との相互尊重を表現するものである。
絶対に放棄できないとされる「互恵性」が、結局のところ日常政治における様々
な場での実践（中間民主主義）や、とりわけ教育で養われるものであるならば、
この文脈主義を「互恵性」が超越することは難しい。?互恵性」は、仮に可能だ
としても、それはガットマンとトンプソンの国内の限度に止まるだろう。その
「互恵性」原理を絶対化して地理的拡大が図れるというのであれば、それは一種
のアメリカニズムと言わざるを得ない。そして互恵性が文脈に依存する帰結とし
て、実践の開始もまた文脈に限定されることになるであろう。
このように、理論上は普遍を目指すとしても、その理論の要にある「互恵性」
が実践上は文脈に限定されざるを得ないように思われる。
以上
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